
【札幌圏都市計画】
　　　用途地域の変更について
　　　・文京台地区（事前説明）

令 和 ８ 年 ７ 月 ６ 日
江 別 市  企 画 政 策 部  都 市 計 画 課

① 都市計画制度について

② 都市計画提案制度について

③ 都市計画変更の案について

④ 市民説明会の開催結果

⑤ 今後のスケジュール
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

  ①都市計画制度について 
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

  市町村の都市計画に
  関する基本的な方針

 江別市
 立地適正化計画

都市計画法に基づく“まちづくりのルール”

土地を有効に配分し、都市内に「建物敷地、基盤施設用地、
緑地・自然環境」を適正に配置することで、文化的な都市生活・機能
的な都市活動を確保するために定めるもの

＜都市計画とは＞

＜個別の都市計画＞
＜都市計画の体系＞

【土地利用】

　用途地域、地区計画、
　特別用途地区 ・ ・ ・ 

【都市施設】
　道路、公園、下水道 ・ ・ ・ 

【市街地整備】
　市街地開発事業 ・ ・ ・ 

【北海道】

　都市計画区域の整備、
　開発及び保全の方針

第７次 江別市総合計画

即す

即す

即す
 江別市都市計画
 マスタープラン
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

江別市

札幌市

北広島市

石狩市

小樽市

・都市計画法による都市の健
　全な発展と秩序ある整備を
　図る区域

・北海道内では７９区域の都
　市計画区域が指定

・北海道が指定

札幌市の一部

江別市の全域

北広島市の全域　　　で構成

石狩市の一部

小樽市の一部

◆ 都市計画区域

◆ 札幌圏都市計画区域

面積　９８，６３０ｈａ

（江別市　18,738ha）
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

◆ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

【札幌圏都市計画区域マスタープラン(区域マス)】

・北海道が策定(令和３年３月策定、目標年次は令和１２年)

・令和８年、中間見直しに伴う変更手続き中

・都市計画の目標、区域区分の決定の有無及び区域区分を定
　める際の方針、主要な都市計画の決定方針

◆ 市町村の都市計画に関する基本的な方針

【江別市都市計画マスタープラン(都市マス)】

・江別市が策定(令和６年３月策定、目標年次は令和１５年)

・土地利用や都市施設(道路、公園等)、都市環境(防災、環
　境等)の方針

・都市マスは、「江別市総合計画」と「区域マス」に即したもの
　でなければならない



5

令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

◆ 立地適正化計画

・江別市が策定(令和６年３月策定・目標年次は令和１５年）

・コンパクトなまちづくりに向けて、都市機能や居住などを誘導
　し、緩やかにまちづくりをコントロールするもの

・都市計画マスタープランの一部、高度化版とされる

＜立地適正化計画のイメージ＞
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

・無秩序な市街化を防止するため、江別市では都市計画区域を市街化

　区域と市街化調整区域に区分

【市街化区域】

・既に市街地を形成していたり、概ね１０年以内に優先的・計画的に

　市街化を促進していく区域、2,938haを指定、併せて用途地域を指定

【市街化調整区域】

・市街化を抑制するべき区域、15,800haを指定

市街化調整区域

市街化区域
【用途地域】

区域区分のイメージ

◆ 区域区分（線引き）
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

建てられる建物の用途（住宅、店舗、学校、工場など）について、

相互の環境を守るために区分した地域。

近隣商業地域 準工業地域

第一種低層
住居専用地域

第二種低層
住居専用地域

商業地域 工業地域 工業専用地域

　工　業　系　商　業　系

　

住　

居　

系

第一種中高層
住居専用地域

第二種中高層
住居専用地域

第一種住居地域 第二種住居地域 準住居地域 田園住居地域

　※「土地利用計画制度パンフレット」（国土交通省）
　　　のイラストを使用

＜用途地域＞
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜用途地域による制限＞

▼建物の使い方の制限

　　用途地域内に建てられる建物の用途(住宅、店舗、学校、

　　工場など)の制限

▼敷地に対する建て方の制限

　 建蔽率…敷地に対する

　　　　　　 建築面積の割合

　 容積率…敷地に対する

 　　　　　　延床面積の割合

▼建物の高さの限度

　 建物の高さ制限

　　（江別市では第一種低層住居専用地域のみ指定）
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜イメージ図＞
市街化区域

市街化調整区域

都市計画区域

工業地域

準工業地域

道路

商業地域 第二種中高層住居専用地域

第一種低層住居専用地域

公園
地区計画

区域区分

地域地区

【用途地域　など】

都市施設

地区計画

都市全体の計画見取り図

【都市計画図】
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜江別市の用途地域の指定状況＞　R8年5月末時点
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

◆ 江別市が定める都市計画の場合

北海道知事
との協議

都市計画の決定

告示・縦覧

公聴会等による
住民意見の反映

住民等による
意見の提出

都市計画の案の
公告・縦覧

（２週間）

江別市
都市計画審議会

（事前説明）

都市計画
の案の作成

江別市
都市計画審議会

（諮問）
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

②都市計画提案制度について 
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜都市計画提案制度とは＞

土地所有者、まちづくりＮＰＯ法人、一定の要件を満たす開発
事業者などが、都市計画の決定または変更について提案するこ
とにより、地域のまちづくりに対する取り組みなどを都市計画
に反映させることができる制度(都市計画法第２１条の２)

＜提案できる都市計画＞

・江別市が決定する都市計画　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒すべて提案可能

･北海道が決定する都市計画　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒「区域マス」を除き提案可能
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜提案を行うことができる者＞

・提案する土地の所有者、借地権者等

･まちづくりＮＰＯ法人

･営利を目的としない公益法人

･まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体　など　

＜提案の要件＞

▼次のすべての要件を満たしていなければならない

①０．５ha以上の一団の土地の区域であること

②提案が法令に基づく都市計画に関する基準に適合していること

③土地所有者等の２/３以上（人数及び面積）の同意を得ていること
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜提案制度の手続きの流れ＞

事前相談（任意）

必要性があると
判断した場合

必要性がないと
判断した場合

提案書の提出・受理

都市計画決定・変更の
必要性の判断

都市計画案の作成

都市計画審議会（意見聴取）都市計画決定・変更手続き
（都市計画審議会・案の縦覧等）

決定・変更告示

決定・変更した旨を
提案者に通知

決定・変更しない旨を
提案者に通知

判断理由等の公表
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

  ③ 都市計画変更の案について 
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

　変更箇所１

変更箇所
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

約10.4ha

　変更箇所１
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

▼対象地の所有者（札幌学院大学）が、様々な分野で連携を図っ
てきた民間事業者と大学敷地内の遊休施設の利活用について意
見交換を行ってきた。

▼意見交換を重ねた結果、遊休施設に民間事業者の本社機能を設
置することにより、地域の発展に寄与する事業の構想が浮上し
た。

▼これまで２者と協力関係にあった江別市も検討に加わり、地域
課題の解決や地域の活性化に向けた取組について、産・学・官
が連携し、検討を進めてきた。

▼事業の実現性や地域貢献の方向性が固まってきたため、都市計
画変更など、事業の実施に向けた手続きを開始することになっ
た。

　都市計画変更の経緯２
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

・提案者：札幌学院大学（土地所有者）

・提案する都市計画の種類：札幌圏都市計画用途地域

・提案に係る土地：文京台１１-１外　５筆

・提案書提出日：令和８年４月１０日（受理通知：４月１０日）

　提案の概要３

・都市計画法第２１条の２第１項の規定に基づく「都市計画
　提案制度」を活用し、土地所有者(札幌学院大学)が江別市
　へ、用途地域の変更に関する提案書を提出。
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

【用途地域の変更（案）】

現在：第一種中高層住居専用地域
　　　（事務所の立地不可）
　　　　
変更：第二種住居地域

　提案の内容４

▼地域の実情を踏まえ、敷地内の遊休地及び遊休施設を活用し、
人材育成や教育等で連携している民間事業者の本社機能(事務
所)を設置することで、移動販売の拡充による買い物への対応や
学童保育の実施など、事業者が保有する多様なサービス機能に
より、地域課題の解決や地域の活性化を図る。

▼このような地域貢献につながる取組を展開するため、用途地域
の変更を提案するもの。

事業計画の範囲
（提案時）
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（区域マス）＞

　変更の必要性５

【一般住宅地】

　戸建住宅や集合住宅等の多様な居住機能や生活利便機能が相

　互の調和を保ちながら維持される住宅地の形成を目指す区域　　

　江別市：文京台の一部

【用途転換、用途純化又は用途の複合化に関する方針】

　今日的な土地利用需要の変化を背景として長期的遊休地等を

　抱える地区においては、都市構造の維持と周辺環境との調和

　に配慮しながら、適切な土地利用が図られるための対応を検

　討する。
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜江別市都市計画マスタープラン2024＞

 都市づくりの方針（土地利用：住宅地）

　「大規模未利用地は、住民ニーズや周辺環境などを踏まえ、
　地域地区の変更や地区計画制など、用途転換を含めた土地
　利用のあり方を検討し、暮らしやすい住宅地の形成を図り
　ます。」

 地域別構想（大麻・文京台地域）

　「知的資源などを保有する大学等との連携を図り、地域の
　活性化に資する協働による取組を推進します」

　変更の必要性５
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

【提案内容について】

▼都市計画に関する各種法令や関係法令と整合している。

▼地域の状況を踏まえた地域住民の生活利便性の向上に寄与する
内容であり、まちづくりの方針等にも即している。

用途地域の変更が必要

　変更の必要性５

＜市の判断＞
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

 江別市用途地域指定基準

▼第二種住居地域▼

【指定区域】
・住宅地にあって、周辺住宅地の住環境上支障のない特に大規模な
　施設が立地する区域

【配置・規模等】
・原則として、工業専用地域には接しないこと。
・おおむね５ha以上の規模とすること。

【形態規制等】
・原則として、容積率は２００％、建蔽率は６０％とすること。

　変更の内容６
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

＜変更前の用途地域＞ ＜変更後の用途地域＞

変更前：
　第一種中高層住居専用地域

変更後：
　第二種住居地域

　変更の内容６
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

　変更の内容６
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

▼地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護等の実現

を図るため、用途地域の指定を補完して定める地区。

▼建築基準法に基づき、市が定める条例で、建物に係る用途の規

制強化や緩和を行う。

特別工業地区

＜江別市の特別用途地区の指定状況＞　R8年5月末時点

文教地区

　特別用途地区とは７
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

▼大学、高校、教育研究所等が立地している文京台とその周辺地

域の良好な環境を保護するため、約３３０haを指定。

▼「文教地区建築条例」により、下表に掲げる用途の建築物の建

築・利用を禁止。

　特別用途地区（文教地区）７
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令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

○：建築できるもの　×：建築できないもの

変更前 変更後

第一種中高層
住居専用地域

第二種住居地域

住宅 ○ ○ － 住宅 ○

物販店舗
床面積1,500㎡超は

建築不可
物販店舗 ○

（床面積1,500㎡以下）

飲食店等 － 飲食店等 ○
（床面積10,000㎡以下）

事務所等 × ○ － 事務所等 ○

ホテル・旅館 × ○ × ホテル・旅館 ×

運動施設 × ○
ボウリング場は

建築不可
運動施設 ○

（ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ場以外）

賭博場(麻雀、パ
チンコ等） × ○

（床面積10,000㎡以下）
×

賭博場(麻雀、パ
チンコ等） ×

学校・病院等 ○ ○ － 学校・病院等 ○

工場 ×
○

(作業場の床面積
50㎡以下等)

× 工場 ×

60% 60% 60%

200% 200% 200%

特別用途地区
(文教地区)
用途制限

第二種住居地域
・

文教地区

建
築
可
能
な
主
な
も
の

建
築
可
能
な
主
な
も
の

○
（床面積500㎡以下

２階以下）

○
（床面積10,000㎡以下）

建蔽率 建蔽率

容積率 容積率

　建物の用途制限８
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memo
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  ④ 市⺠説明会の開催結果 
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文京台地区における都市計画変更に関する説明会

日　時　：　令和８年６月１３日（土）１３：３０～１４：１５

場　所　：　文京台地区センター　大会議室

参加者　：　１３名

質疑等　：　９件　　　　　　



34

令 和 ８ 年 度 　 第 １ 回 江 別 市 都 市 計 画 審 議 会

＜ 文 京 台 地 区 ＞

質疑概要

Ｎｏ． 分類 質　問　等 回　答

１
質問

（事業内容）
今後、物販店を営業する予定はあるか。駐車場は何台分の計
画か。事務所にしては駐車台数が多いと感じる。

市に提出された都市計画変更に係る提案書では、事業内容
として物販店との記載は無い。今後の検討で変更になる可
能性があるが、約４００台程度の駐車場を計画しており、事
務所で働く職員や出入りする顧客などの駐車場と聞いてい
る。

２
質問

（事業内容）
事業を計画している区域は、現土地所有者から民間事業者へ
売却するのか。

市に提出された都市計画変更に係る提案書では、土地・施設
を売却する計画となっている。

３
質問

（事業内容）
現在、実施してもらっている移動販売の便数を増やして欲しい。

便数の増加や滞在時間の延長など、効果的な手法を検討し
たいと事業者から聞いている。

４
質問

（事業内容）
事業のスケジュールを教えて欲しい。

都市計画変更の手続きとしては、今年度中の変更を想定し
ており、事業のスケジュールは、変更後に着工し、２０２８年
中の完成を目指していると聞いている。
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質疑概要

Ｎｏ． 分類 質　問　等 回　答

5
質問

（交通）
工事中も含めて車の交通量が増えると思うが、交通安全対策
について、事業者とも話し合う場はあるのか。

市に提出された都市計画変更に係る提案書では、計画地か
ら国道１２号までの車の往来について、文教通側からの出入
りを徹底し、住宅地側へ車を流入させない計画とされてい
る。事業者との話し合う場については、地域貢献の具体の取
組を検討する際にも、地元と話し合う場は必要と考えられる
ため、大学及び事業者に意向を伝える。

6
質問

（その他）
今後、大学が学校の規模をもっと縮小していくのではないか。

そのような話は聞いていない。以前から、大学と事業者は
様々な面で連携しており、隣接することで連携した取組も検
討しやすくなるため、相乗効果も期待できると聞いている。

7
質問

（その他）
この事業によって、江別市の税収は増えるのか。

現時点で金額の想定はないが、様々な面でまちづくりに寄
与するものと考える。

8 意見
文京台地域の学生が非常に減少しており、地域の活力も低下
してきている。今回の都市計画変更により、事業所も構えられ、
住民としては非常に歓迎している。

－

9 要望 地域住民も利用できる食堂や喫茶店なども設置して欲しい。 －
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  ⑤ 今後のスケジュール 
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時　期 内　　　　　容

令和８年６月１３日
　文京台地区における

　都市計画の変更に関する説明会

７月　６日 　江別市都市計画審議会（事前説明）

９月～１１月頃 　北海道都市計画課　事前協議

１２月頃 　都市計画案の縦覧（２週間）

　２月頃  　江別市都市計画審議会（諮問・答申）

　    ２月頃 　北海道知事協議

３月頃    　都市計画決定告示

今後のスケジュール（想定）


